
鳴門教育大学大学院 藤村 裕一

教育の情報化加速化プラン（仮称）の必要性と
スマートスクール（仮称）による

evidence basedな教育改善実現の必要性と可能性

資料７

拡大する整備状況の格差（文部科学省 平成26年度 学校における教育の実態等に関する調査
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SWG 25

＜参考＞自治体規模別校務支援システム導入状況
（文部科学省・総務省共管 全国地域情報化推進協会（ＡＰＰＬＩＣ）教育ＷＧ

データ連携標準仕様検討SWG平成25年調査）

自治体区分
（H26.1現在）

政令指定都市
中核市

東京都２３区

市 町・村 都道府県
（高校）

自治体数 ８５ ７２８ ９２９ ４７

導入数 ４４ １７７ ７４ ９

導入率 ５２％ ２４％ ８％ １９％

全国平均・・・・・１７％
市以上平均・・・２７％

※調査条件 調査対象：校務支援システムベンダー各社
・統合型校務支援システムが、教育委員会管内全校で導入

されている自治体
・Ｈ２５年度中に校務支援システムが稼働する自治体を含む
※政令市・中核市・２３区の導入自治体は、ほぼプライベート

クラウドを構築 3
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拡大する整備状況
の格差

教育の情報化
加速化プラン

の必要性

●首長・財政を説得できる
整備目的・効果

●自治体規模に応じた
整備モデル

ＯＥＣＤ 国際教員指導環境調査（TALIS）
（２０１４．６．２５公表 ３４カ国・地域）

校
務
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●昭和４１年度調査

学

校

行

事

●平成１８年度調査

（昭和４１年度教員勤務状況調査・平成１８年度教員勤務実態調査）
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学校行事
授 業 準 備
成績処理等

研

修

（
校

務

）

自

主
研

修

教員の勤務実態について
（公立小・中学校の教諭）

児童・生徒の指導に直接的にかかわる業務

休憩

事

務

的

な

業

務

保

護

者

対

応

等

授 業

補

習

・

部

活

等

授 業 準 備
成績処理等

児童・生徒の指導に間接的にかかわる業務

学校の運営にかかわる業務及びその他の校務

外部対応

月
約
８
時
間

月
約

時
間

３４

・昭和４１年度と比べ、「事務的な業務（学校経営等）」、「生徒指導等」、「補習・部活動等」の業務が増えている。

残業…月8時間

残業…月34時間
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校務情報化の目的と必要性
文部科学省委託事業「校務情報化の現状と今後の在り方に関する研究」

国内・海外先進事例実践地区訪問調査を踏まえて

△従来・・・校務の合理化→教員の負担軽減・・・県費職員のためになぜ？→予算つかず×

ビジョン・・・何のために校務情報化をするのか 校務情報化の効果（定性的効果）

子どものための
教育改善

子どもに関する情報共有→複数の目による教育 教材・指導法情報共有→授業改善

教師の力量形成・指導改善

教委との情報受発信

保護者との情報受発信

各職種間情報共有

連
携
に
よ
る
質
的
改
善

電子化による業務効率化

子どものための時間増

電子化による情報一元管理

緊急連絡網システム

安
全
の
確
保

事務職員業務の効率化

強固なデータセンターでの運用

7



企画管理室 教育総務課

教育施設課

学務課指導課

保健体育課

事務職員・現業職員等

教員

栄養士

養護教諭

校長・教頭
・指導要録、通知表作成

・成績処理、成績管理、進路指導
・出欠、時数管理、週案作成
・体育測定
・校内文書、名簿作成、各種調査報告

・就学援助申請窓口、・・・

会計、物品購入，作業報告、
・・

健康診断、保健指導、
保健室管理、・・・

・給食指導
・献立の作成、食数管理
・献立公開、 ・・・

学校

学校運営・管理

学校

学校

・児童・生徒学習情報蓄積、共有
→児童・生徒指導

教育委員会

・校内情報共有
・コミュニケーション

通知、調査
報告、問合せ、
申請、・・・

・学校間情報共有
・コミュニケーション

・教師間情報共有

授業以外の

校内の業務

教育委員会
の業務

学校と

教育委員会
の連携業務

学校間の

連携業務

他自治体教育委員会

家庭（保護者）

地 域

教育委員会連携

・保護者、地域との
情報共有

・コミュニケーション

首長部局

首長部局との連携

Enterprise Architecture＝全体最適

文部科学省

教職員自宅・出張先

転校処理の
ワンストップ化

「チーム学校」の実現

検討・運用
組織は，

関係者全体で
（教員だけ×）
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校務の定義と関連用語統一・整理の必要性
（文部科学省委託事業）
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＜教育委員会事務＞
学籍・就学システム（住基情報・学齢簿連携）
就学援助システム
学校保健システム
学校徴収金（学校会計）システム
学校給食システム
備品管理システム
幼稚園就園奨励費システム
学校連携グループウェア
Web調査システム

＜校内向け校務支援システム＞
グループウェア（スケジューラ、ファイル共有、電子メール、教材ライブラリ 等）
教務・学籍・保健システム（成績・学籍管理、指導要録、保健情報管理 等）
文書セキュアシステム（重要電子情報保管 等）
文書管理システム（起案・決裁、ワークフロー 等）

＜学校情報配信システム＞
学校ホームページ・ＣＭＳ
緊急連絡網システム など多数

校務支援システムの一例

グループウェアは初めの一歩
全体の１／１０にも満たない

→1機能導入で停滞している
自治体も

統合型校務支援システム
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導入が進み見えてきたことと近年の動向

①地域合同学習会，教育の情報化ビジョンの増加

②進化した「校務情報化Ver.2.5」の普及・一般化
標準仕様準拠・統合型・クラウド導入，防災対策

③成功地域と失敗地域の2極化
（成功要因と失敗要因，問題解決方法）

④校務の情報化の全国標準仕様
「教育情報アプリケーションユニット」がV1.1に

⑤情報セキュリティの課題

⑥番号制度の教育分野への導入研究

⑦校務系と学習系のデータ連係（Ver.3）の研究
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2015・2016年の校務分野最新動向

ネットワーク・マイグレーション

コミュニティ・クラウド，共同調達

端末更新，システム更新・データ移行

テレワーク，セキュリティ強化

学習系・校務系連携，国際標準化

導入効果の最大化研究
12

校務情報化のパラダイムシフト（「効率化」から「高付加価値」「高機密・高信頼性」「標準化」へ）

高機密・高信頼性 全国展開

局所展開低機密・低信頼性
先生を子どもたちの前へ

（効率化）Ver.1.0

教育の質的改善

（高付加価値）Ver.2.0

校務用PCの１人１台全国配置
校務支援システムの導入加速
多様なアプリ，ベンダーの参入

↓
中・小規模市町村，私学でも可能な導入形態

（教育クラウドの共同利用，サービス調達）
要録等の電子媒体流通，円滑な連携・移行

（教育情報アプリケーションユニット標準仕様が必須）

指導要録等原本の完全電子化
校務情報化の浸透による

情報漏洩事故頻発の危険性

↓
高度な情報セキュリティと

２０年間の保存に耐える信頼性が必要
データセンターでの運用とそのガイドラインが

ローカルメディア のデータ保存全廃

ソフトウェアシンクライアント
等による

安全確保と生活改善

今ある帳票を電子化するだけ

電子化ならではの付加価値をつける

×

自宅等からの安全なテレワーク

BPR（業務見直し）

効果的活用とＢＣＰまで見越した

導入・運用（導入効果の最大化）Ver.2.5
遠隔地BU，BCP＊

避難所の情報化
＊事業継続計画（Business continuity plan）

研修・支援体制
ＧＰの開発・共有
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ICTによる学校支援（学校経営の改善支援） RAISEonline

CVA(Contextual Value Added) ＋ PAT(Pupil Achievement Tracker)

要保護・準要保護児童の割合

国
語
と
算
数
の
成
績

似た状況の学校，GPに学ぶ 学校平均でなく，一人一人の伸びを追う

米＝Data Driven School Management
英＝Beyond Data 管理ではなく，主体的な学校改善の支援を
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学校運営
（日常業務）

School administration System

新たな校務支援システム新たな校務支援システム
による教員支援

学校経営
（長期的評価改善・大所高所）

教育支援
（きめ細やかな指導の支援）
School management System

Data driven school management

効率化
高付加価値化

学校経営
指導の改善

（evidence basedな
教育の実現）

教育
の

質的
改善

日
本
に
不
在→

学
習
系
＋
校
務
系
の
連
携
で
可
能
に

現
時
点
で
の
学
習
系
・校
務
系
連
携
は
こ
ち
ら

15



16
進学/転校

保健管理

ｽﾎﾟｰﾂﾃｽﾄ

学習成果物

出欠
諸活動 クラブ活動

学習態度
学習意欲

生活態度

週案
時間割
指導計画

通知票

指導要録/保健情報
調査書等

私費会計

課外活動

教育委員会

各種報告

「1人1台タブレット環境」（教職員・児童生徒）＋「堅牢な公務支援システム」
による学習系・校務系連携による「スマートスクール」の実現

テスト結果/評価

指導情報

評価支援
情報

管理情報 個人学習記録
学習成果物
（作成過程）

学籍情報/個人必要情報

CEC校務ＩＴ化モデル要件
調査に藤村が加筆・修正

校務支援システム

教育支援システム
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学教科指導におけるＩＣＴ活用 校務の情報化

ノ
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ブ

校
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リ
①
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ィ
ブ

校
務
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リ
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オ
フ
ィ
ス
ア
プ
リ

イ

オ
フ
ィ
ス
ア
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リ

ロ

パブリック・
クラウド

サーバ，大規模キャッシュ，ネットワーク，端末，入出力装置（提示装置を含む）

設置場所明示ストレージIaaS/HaaS
(Infrastructure/Hardware

as a Service)

超高速回線（有線/無線）回線負荷軽減システム

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ校

務
ア
プ
リ
１

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ校

務
ア
プ
リ
２

コミュニティ・クラウド

アプリケーション実行環境（ミドルウェア，共通モジュールなど）
アプリケーション開発環境

共通認証基盤
（シングルサインオン）

電子決裁 内容固定
（原本証明）

データ連携
自動バッ
クアップPaaS

(Platform
as a Service)

プライベート・クラウド with security

センシティブ データ

教育クラウドの実現イメージ（ハイブリッド）鳴門教育大学 藤村裕一，２０１０，

２０１４
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番号制度の応用も

児童生徒のID統一

標準仕様準拠データ

PaaS部分は国・団体主体が望ましい

17



学習系・校務系連携による「スマートスクール」の実現

多様化する子供

ベテラン教員大量退職
若手教員の増大

各種教育課題に対応
しきれない学校

教え込みの学習で
生きる力を育めない教員

個に応じたきめ細やかな指導
（授業支援・生徒指導支援）

個に応じた学び＋協働学習

Evidence based な

カリキュラムマネジメント

Evidence based な
学校経営支援・政策立案支援

カリキュラムマネジメント

活用法付の教材提示による
アクティブラーニング支援

家庭学習と学校での学習
の分断

シームレスな学習の実現

多忙な教師 子供と向き合う時間の増大

情報管理の甘さ 強固な情報セキュリティ

過小規模校・地域ばなれ 遠隔協働による地域密着学校

学校不信 情報発信による信頼関係構築

学習記録
データの活用

＋
情報共有

＋
セキュリティ

次世代学習系
システム

（フロントエンド）

×
次世代校務系

システム
（バックエンド）

×
次世代

ネットワーク
×

教育クラウド

設計思想のパラダイムシフトの必要性
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今後の活用促進へ向けた課題

業務見直し・・・無駄・不必要な業務，手順，帳票，会議，調査等の検討

標準化・共通化・・・標準化・共通化による経費低減・効率化
（通知表については，カスタマイズモジュール，パターンの中からの選択等も）

帳票電子化ではなく，データの有効活用への発想転換と新しい可能性の模索
・・・教育の質的改善へ向けた創造的アイディアの検討

ヘルプデスク・ＩＣＴ支援員の設置・効果的運用

効果的で低コストな研修体制・スケジューリング

有効活用まで見通した検討体制の再構築

必要な制度・規約等の改正・策定
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校務情報化の失敗要因→こうならないように細心の注意を！

導入時や運用時の教職員の負担軽減策なし
（ICT支援員による導入・運用支援，全職員への研修，ヘルプデスクの未導入）

学校文化の違いへの未対応
（高校用システムの中学校・小学校への適用等→改良でクリア）

→安かろう・悪かろうへの注意＝調達金額の妥当性，同時or別途調達を！

教員の勤務実態への無配慮
（職員室限定→紙入力してからの電子化＝二重化，残業の強制，業務見直しなし）

（VLANによる校務用・教育用回線の切り分け，別端末利用は一昔前の設計思想）

↓
シンクライアント，テレワーク・リモートアクセス，２要素認証，暗号化（VPN，SSLなど）等

↑
セキュリティへの無配慮

（人的対応のみへの依存→情報漏洩事故の増加，首長部局情報政策との連携なし）

活用促進委員会の未設置
（校種別・職種別活用促進委員会（管理職・事務職員・教務主任・一般教員・養護教諭等）

→校務支援システム導入はスタートであってゴールではない！ 20


